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特　集

課題解決型高度医療人材養成（精神領域）のこれから―産業保健との関連から―

医学・医療領域の共同創造に向けた組織変革
―東京大学医学のダイバーシティ教育研究センターの設立と取り組み―

里村　嘉弘 1,2），金原　明子1,2），笠井　清登1,2）

　東京大学では，2019 年より課題解決型高度医療人材養成プログラム「職域・地域架橋

型—価値に基づく支援者育成」事業（TICPOC）を立ち上げた．TICPOC では，values—

informed care をめざし，必要な素養としてトラウマインフォームドケア（TIC），共同創

造（CP），組織変革（OC）を習得するための各コースを設置して，心理職・福祉職・医

師・教育関係者などの対人支援専門職やピアサポートワーカーを多数輩出してきた．共同

創造は近年，さまざまな領域において指針となる理念として重要視されている．医療・医

学領域も例外ではなく，特に研究分野において患者市民参画（PPI）が導入されつつある

が，障害のある人材が専門職やサービスの提供側として活躍する機会は限られている．障

害のある人材が医療者として活躍することは，公正な社会の実現のために不可欠である．

また，自らの経験に基づいた独自の実践的洞察による包括的・効果的なケアを提供できる

こと，周囲の同僚や組織文化に波及的な影響をもたらすことなどにより，医療・医学の水

準をより高めるという点でも意義が大きい．東京大学医学部では，共同創造を含めた

TICPOC の活動を展開し，医療人材の多様性と包摂（D&I）を推進するため，2021 年

「医学のダイバーシティ教育研究センター」を設立した．本センターでは，医学部の学生

を対象とした教育プログラム，障害を有しながら医療に従事する医師・看護師・医学研究

者などと学び合う教育プログラムを新たに立ち上げ，TICPOC とも連動しながらピアサ

ポートワーカーとの協働やピア人材育成を継続して行っている．また，東京大学先端科学

技術研究センター・インクルーシブ・アカデミア・プロジェクトとの連携により，障害の

ある科学者や医療者が自身の経験を語るインタビュー動画を掲載するサイト（Disabled 

in STEMM）を立ち上げた．今後は，他大学・医療機関の支援部署間におけるネットワー

クの構築や，より効果的な教育・介入法の開発にも取り組んでいきたい．

索引用語	 医学教育，多様性と包摂，障害，共同創造，組織変革
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は　じ　め　に

　東京大学では，2019年以降，課題解決型高度医療人材養

成プログラム「職域・地域架橋型‒価値に基づく支援者育

成」事業において，価値に基づく支援（values‒informed 

care）を実践につなげるための主要な方針として，トラウ

マインフォームドケア（trauma informed care：TIC），共

同創造（co‒production：CP），組織変革（organizational 

change：OC）を重視し，専門職やピアサポートワーカー

を含む支援者の育成を行ってきた．2021年には同事業を

展開させる形で，医療・医学領域にダイバーシティとイン

クルージョン（diversity and inclusion：D&I）の理念を導

入し，障害のある人々を含めた多様な医療人材が活躍し，

質の高い医療を共同創造していくことをめざし，東京大学

医学部に「医学のダイバーシティ教育研究センター」を設

立した．

　日本では，『障害者差別解消法』が 2016年より施行さ

れ，障害者に対する差別的取り扱いの禁止と，合理的配慮

の提供が求められるようになった．その後，改正『障害者

差別解消法』が成立し，2024年 4月 1日からは，合理的

配慮の不提供の禁止の法的義務が，国・地方公共団体など

から民間事業者まで拡大された．障害のある医療人材が活

躍できる構造・文化の構築は，すべての人材にとって安心

して就労できる職場の実現にもつながるものであり，産業

保健の観点からも重要である．

　本稿では，東京大学・課題解決型高度医療人材養成プロ

グラムの活動を概観したのち，医学のダイバーシティ教育

研究センターの取り組みにおける中核的な理念であり，近

年，医学・医療領域でもますます重要性が高まっている共

同創造についてふれ，センターの具体的な活動を紹介する．

Ⅰ．東京大学・課題解決型	
高度医療人材養成プログラム

　従来の精神医療では，疾患当事者を病気に罹患した病者

として捉え，その病気を治すことに焦点をあてていた．し

かし，精神疾患を経験した人にとっても，病気や治療は人

生の一部に過ぎず，自らの人生において希望に沿った生活

を送ることに重きがおかれることに変わりはない．個々人

が望む生活を送るためには，その人の希望やその人らし

さ，良好な人間関係などを理解し，必要に応じて支援を行

う必要がある．このプロセスにおいて，本人が大事にして

いる価値を理解しながら支援にあたること（values‒

informed care）が重要となる15）．

　医療や福祉などの対人支援において，ケアを受ける側の

人は，自らが抱く価値を自覚していないこともある．当事

者の抱く価値が，支援者のそれと一致しないこともある．

支援者は自身の抱く価値やその形成過程を認識し，支援を

受ける人が抱く価値との違いを理解する必要がある．これ

が，関係構築の第一歩といえる．

　所属組織の価値に基づく支援が，時に当事者を傷つけ，

トラウマの再受傷（retraumatization）を引き起こすこと

がある．支援者には，このようなトラウマを熟知したケア

（trauma informed care：TIC）の習得が求められる．しか

しながら，システムや言葉づかいなどを含む治療者文化

が，いかに当事者を傷つけているか，専門職が無自覚であ

ることがある．専門職とは，その治療者文化を良しとして

きたか，あるいは違和感をもちながらも「適応」してきた

集団であるといえる．一方で，疾患当事者は，治療者文化

のもつ暴力性にさらされ，違和感をもってきた．この違和

感について，小さなことから一つずつ声を上げてもらい，

ともに調整を図り，少しずつ変えていく地道な取り組みが

必要である（co‒production：CP，organizational change：

OC）16）．

　このような問題意識から，values‒informed careをめざ

し，その手段として TIC，CP，OCを習得し実践するた

め，東京大学では 2019年に，課題解決型高度医療人材養

成プログラム「職域・地域架橋型‒価値に基づく支援者育

成（TICPOC）」を立ち上げた．同事業では，心理職・福祉

職・医師・教育関係者などの対人支援専門職を対象とした

各コースを設置16,17）し，後述する「ピアサポートワーカー

養成プログラム」も含め，これまで多くの受講者を輩出し

てきた．

Ⅱ．「共同創造」の医療・医学領域への展開

1．	共同創造（co—production）

　「職域・地域架橋型 ‒価値に基づく支援者育成

（TICPOC）」において，重要な柱の 1つとして据えてきた

「共同創造」の概念は，1970年代の Ostrom, E.による公共

サービスについての研究の文脈においてはじめて登場した

とされる23）．Ostromは共同創造を「同じ組織に所属して

いない個人からのアイデアや意見の提供が，商品化・サー
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ビス化されるプロセスである「Coproduction is a process 

through which inputs from individuals who are not“in”

the same organization are transformed into goods and ser-

vices.」と定義した29）．この定義における「同じ組織に所

属していない個人」については，サービスの受け手のみの

関与を想定する立場，あるいは，組織外の任意の個人また

は実体の関与を広く想定する立場など，さまざまな解釈や

類型が存在する2,25）．しかし，おおむね，サービスの提供

者側と，サービスの受け手や一般市民が，サービスの循環

のあらゆるフェーズにおいて対等な立場で協働すること，

と捉えることができる．

　共同創造は，行政，経営，サステナビリティ科学など，

さまざまな分野においてその指針となる理念として捉えら

れつつある．そのようななかでも，資金の減少とそれに伴

う長期的な経済的持続性についての懸念と，より高品質の

医療サービスへのニーズ，高齢化社会への進展や慢性疾患

の増大といった背景により，医療分野は共同創造の分析や

実践における重要な領域として注目されている19）．1990

年代後半以降，関連した文献は急速に増えており，元来報

告が多かった公衆衛生や社会医学に関する報告に加え，近

年では，高齢者医療や慢性疾患といったテーマや，テクノ

ロジーの活用，患者の医療への参画を含めた患者中心のケ

アに関連した報告が増加している4）．EUやアングロサク

ソン諸国，とりわけ，政府や National Health Service

（NHS）が共同創造を強く推進しており，患者参加型の臨

床実践を早くから取り入れ，公共サービスのコスト削減と

効率化を図ってきた，英国からの報告が多い4）．

2．	共同創造の医療・医学領域への展開

　共同創造を医療・医学の領域に適用した場合，サービス

の受け手側である障害や疾患のある人々，あるいは市民

が，医療政策や医療・医学研究におけるあらゆるフェーズ

に参画することを意味する．医学・医療の領域において

は，特に研究分野でその実践が進んでいる．

　2014～2015年には，医学系ジャーナルである BMJ誌，

Research Involvement and Engagement誌が，患者・一般

市民が査読プロセスに参加するシステムを先駆的に導入し

た．学術論文作成における患者の関与による効果を評価し

たシステマティックレビューでは，ベネフィットがリスク

を上回る可能性を指摘するとともに，ベネフィットを最大

化しリスクを最小化するための推奨事項が提案されてい

る1）．査読者として参画した患者・一般市民を対象とした

調査では，経験者のうちの 8割以上が，他の患者や介護者

に，査読者としての参画を勧めたいと回答し，9割以上が，

より多くのジャーナルが患者・一般市民向けの査読システ

ムを採用すべきだと考えていた32）．

　その他の実践として，英国の National Institute for 

Health and Care Research（NIHR）の一環である James 

Lind Alliance（JLA）の「優先課題設定パートナーシップ

（Priority Setting Partnerships：PSPs）」の取り組みがあ

る．PSPsは，既存の研究から明らかにされていない問題の

うち，当事者，支援者，臨床家が対等な立場から協働し，

合意が得られた優先順位の高いリスト（top 10など）を作

成し広く公表することで，研究者や研究資金提供者がアク

セスできるようにする取り組みである9,13）．さらに，英国

で 2021年に開始された自閉スペクトラム症の大規模遺伝

子研究では，1万人の自閉スペクトラム症のある当事者と

その家族から，精神的・身体的健康に関する情報とともに

DNA資料を収集する計画を進めていたものの，一部の当

事者や研究者より，遺伝子データの共有や研究の利点につ

いて適切な説明が不足していたとの懸念が表明され，2021

年に中断することとなった31）．その後，2年間に及ぶ綿密

なコンサルテーションが当事者コミュニティとともに行わ

れ，経過は随時公開され，2024年 2月現在，最終報告書の

作成中となっている27）．この一連の動きは，医学研究にお

ける共同創造の意義と重要性の高まりを如実に物語ってい

るものといえよう．

Ⅲ．障害のある医療人材の参画

1．	医療・医学領域における障害のある人の参画の現状

　医学研究領域では，共同創造および患者・市民の参画

（patient and public involvement：PPI）の実践が広がりつ

つあることを前項で述べた．しかしながら，障害のある人

材が医療・医学の領域において，専門職として，あるいは，

サービスの提供側として参画する機会は限られているのが

現状である．

　2019年に行われた米国における医療系大学の調査では，

医学部学生の 4.9％が自身のもつ障害を報告した（精神疾

患 32.3％，ADHD30.4％，学習障害 18.3％）22）．2016年の

調査時（2.9％）21）と比較すると，障害のある医学部入学希

望者の増加あるいは障害を開示する学生の増加などによ

り，割合は高まっているものの，すべての学部（11.1％）

あるいは大学院（7.6％）22）と比較すると低い割合にとど
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まっている．英国においては，労働年齢の成人の 19％が障

害を有する3）一方で，医学部学生においては 4.1％にとどま

ると推定されている8,33）．

　日本では，医学部の学科別などにおける障害のある学生

数を詳細に把握したデータはないものの，日本学生支援機

構が毎年実施している障害のある学生の実態調査28）や文

部科学省の学校基本調査24）をもとにすると，2021年度に

おいて，医・歯学科の約 1％の学生が障害を自己申告して

いたと推定される14）．日本では，国民のおよそ 9.2％が何

らかの障害を有している26）ことを考慮すると，米国や英国

と同様，障害のある人が医療系の大学に進学するにあたっ

ての障壁の存在が示唆される．

2．	障害のある医療人が参画することの意義

　障害のある人材が医療者として活躍することは，公正な

社会の実現のために不可欠であり，また，障害のある医療

人材を支援することは，差別の禁止や職業選択の自由と

いった法律の遵守や社会的責務を果たすうえで必須のもの

である．これらの明白な価値と意義に加えて，ここでは，

医療・医学の水準をより高めることにつながると考えられ

る点についてふれたい．

　医療従事者の構成を多様化することで，患者の多様性に

柔軟に対応することが可能となり，患者の医療へのアクセ

スや治療アウトカムが向上し，結果として医療コストの削

減にもつながることが指摘されている12）．一例として，民

族や人種におけるマイノリティのなかで存在する言語的・

文化的な障壁は，予防・早期医療へのアクセスを阻害し健

康格差を生じさせるが，医師の民族的・人種的な多様性を

拡大することで，そうした格差を減少することが示されて

いる30,36）．障害者においても，さまざまな不当な条件によ

り健康格差が存在することが繰り返し報告されており18），

医師の偏見が，医療格差につながる重大な要因となってい

る可能性が示されている11）．一方で，障害をもつ医療従事

者は，自らの経験に基づいて，独自の実践的な洞察を提供

することで，より包括的で効果的なケアの開発に貢献する

ことができる10）．また，医療専門職の多様化により専門職

の知識基盤が拡がり，障害のある生活・体験を有する臨床

家へのアクセスの改善にも寄与する．

　周囲の同僚や組織文化への波及的な影響も期待される．

医学教育の場において，ピアとして障害のある医学生と接

する機会をもつこと，あるいは，障害のある医師とともに

対等な関係性を通じてトレーニングを受ける機会をもつこ

とは，障害に対する態度や規範となる文化の変容につなが

ることが指摘されている7,20）．また，障害のある医学生が

存在することで，すべての学生や教職員の無意識の偏見が

解消され，障害者ケアの専門知識の獲得にもつながること

が示唆されている5）．そして，「自分が疾患や障害をもった

場合も，働き続けると感じられる職場」で働くことは，す

べての医療従事者にとっての安心感にもつながる．

Ⅳ．医学のダイバーシティ	
教育研究センターの活動

1．	「医学のダイバーシティ教育研究センター」の設立

　東京大学医学部では，医療人材の D&Iを推進し，さまざ

まな身体的・社会文化的バックグラウンドをもつ人が，そ

の体験を生かして医療の担い手となるための構造・文化を

構築していくため，2021年「医学のダイバーシティ教育

研究センター」を設立した．本センターでは，本学におけ

るバリアフリー支援部門や保健センター，医学部の教務・

医学教育部門，附属病院の産業保健部門など，各関連部署

との密接な連携のもと，教育・研究・支援活動を行ってい

る．本項では，その活動の一部を紹介する．

2．	「医学のダイバーシティ＆インクルージョン人材育成

プログラム」

　教育活動については，センター開設当初から，既存の講

義・実習などへの部分的な参画を進めてきたが，さまざま

な個別の取り組みを統合的に行うため，2022年度より

「医学のダイバーシティ＆インクルージョン人材育成プロ

グラム」を創設した．このプログラムでは，ダイバーシ

ティとインクルージョン，共同創造の意義を理解し，その

素養をもつ医療人材の育成をめざし，医学科の学生および

看護学を含む健康総合科学科の学生を対象にしており，障

害の有無を問わず参加を呼びかけている．平日夕方などの

時間を活用して月 1回程度の開催としており，本センター

の学内アドバイザーである本学バリアフリー支援室の熊谷

晋一郎室長や，本センター室員である医学部健康科学科精

神保健学分野/精神看護学分野の宮本有紀准教授らに加え，

ピアサポートワーカーもスタッフとして参画している．本

プログラムでは，研究・医療実践における共同創造，医療

開発における患者・市民参画（PPI），健康の社会的決定要

因（social determinants of health：SDH），アドボカシー，

当事者研究，学生支援，ピアサポート，スティグマ・アン
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ティスティグマ教育，トラウマインフォームドケアといっ

たテーマについて，学内外の関連領域の講師を招聘し，参

加学生が学びを深めてきた．2023年度は，アクティブ・

ラーニングの手法を取り入れ，年間で取り組むテーマか

ら，見学・フィールドワーク，調査・研究などについて，

参加学生同士で意見を出し合いながら取り組む形をとって

いる．医学・健康総合科学の各分野の学生が交流し，ケア

に関する考えについて意見を交わしたり学科間の教育方法

の違いに触れたりするなど，多様な視点の獲得にもつな

がっている．

3．	「医学のダイバーシティ人材養成コース」

　2023年度より，本センターと東京大学履修証明プログ

ラム「職域・地域架橋型‒価値に基づく支援者育成

（TICPOC）」との連携のもと，「医学のダイバーシティ人

材養成コース」を新設した 34）．本コースでは，障害を有し

ながら医療に従事する医師，看護師，医学研究者などを対

象としており，障害の社会モデル，医学のダイバーシティ

とインクルージョン，医療研究開発における PPI，共同創

造，当事者研究などについて学ぶ．2ヵ月に一度，年間を

通じてオンラインで開催しており，受講生同士で当事者と

しての知や経験を分かち合うことや，仲間づくりも重要な

要素として捉えている．今後は，「医学のダイバーシティ＆

インクルージョン人材育成プログラム」とも連携すること

で，障害を有しながら医療従事者をめざす医学生と障害を

有しながら働く医療専門職とが交流し，課題を共有し学び

合える場を構築していくこともめざす．

4．	ピアサポートワーカーとの協働とピア人材育成事業

　東京大学医学部附属病院精神神経科では，2015年度よ

りピアサポートワーカー（疾病・障害の経験をもち，医

療・福祉サービスを利用した経験やそれらに基づく視点を

活かして当事者の支援を行い，かつ，所属機関と雇用契約

を結んで働く職員）の雇用を開始している．ピアサポート

ワーカーの活躍の場は徐々に広がりつつあるものの，例え

ば精神科医療機関においてはピアサポートワーカーの所属

歴がある施設は 1割にも満たず，非常勤雇用など不安定な

雇用が多く，職場環境の問題なども指摘されている6）．ピ

アサポートワーカーは多くの職場において，専門職に囲ま

れるなかでマイノリティな存在となりがちであるが，高度

医療を提供する中核的医療機関であり，かつ教育・研究と

いった幅広い役割を担う大学病院では，さらにその傾向が

顕著となる．また，ピアサポートワーカーは当事者と支援

者の性格を有することなどから，ピアサポートワーカー本

人と，協働する専門職の両者において葛藤が生じることが

稀でない．本センターでは，ピアサポートワーカーが現場

で活躍し，より力を発揮していくために，ピアサポート

ワーカー，本センタースタッフ，医療専門職らを交えた定

期的・継続的な対話による課題の抽出，あらたな取り組み

の検討，啓発活動などを行い，サポート体制の構築にも注

力している．

　また，「職域・地域架橋型‒価値に基づく支援者育成

（TICPOC）」と連動して，精神保健医療福祉領域のピア人

材の育成 35）を継続的に行っている．本センタースタッフ

である経験豊富なシニアピアサポートワーカーが中心とな

り，ピアサポートやリカバリーの理念や哲学を基盤とし

た，対話を軸にした講座に加えて，東京大学医学部附属病

院における医療現場をフィールドとする実習からなる 120

時間のコースを運営している．

5．	STEMM分野で活躍する障害のある研究者と専門家の

インタビューアーカイブ（Disabled	in	STEMM）

　2023年 11月に，東京大学先端科学技術研究センター・

インクルーシブ・アカデミア・プロジェクトと，東京大学

医学系研究科・医学のダイバーシティ教育研究センターと

が中心となり，障害のある科学者や医療者が自身の経験を

語るインタビュー動画を掲載するサイトを立ち上げた

〔Disabled in STEMM（https://d-stemm.jp）〕．本サイトは，

医学を含む STEMM（science, technology, engineering, 

mathematics, and medicine）領域へ進むことを志望する障

害のある人々に向けて，障害のある研究者や医療従事者

が，さまざまに工夫をしたり支援を受けたりしながら，各

領域で活躍しているロールモデルの存在を届けることを目

的としている．また，STEMM領域で研究や医療に従事す

るすべての人に向けて，障害のある同僚が日常的に直面す

る障壁とそれらを解消するための実践的な手段や方策，お

よび，障害のある同僚との協働が科学や医療においてもた

らす特別な価値について知らせることも重要な目的であ

る．将来的には，インクルーシブな構造・文化に裏打ちさ

れた組織・環境を構築するための諸要因を抽出し，事例集

やガイドラインを作成するとともに，支援方法の開発，政

策立案へのエビデンス提供にも与したいと考えている．
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お　わ　り　に

　本稿ではまず，東京大学・課題解決型高度医療人材養成

プログラムの活動とその背景の理念を紹介した．次に，プ

ログラムの発展形として設立した医学のダイバーシティ教

育研究センターの基盤理念となる共同創造と，D&Iの推進

に向けての本センターの取り組みを紹介した．

　医療・医学領域は，高度な専門技術が要求されるもの

の，合理的配慮が十分に提供されないことや，医療従事者

がもつ障害へのスティグマといった課題により，障害のあ

る人材が活躍することが特に困難であることがかねてから

指摘されてきた．そのため，障害のある医療人材が活躍し，

D&Iや共同創造の理念が実装されることは，他のさまざま

な領域への大きな波及効果をもたらすことが期待される．

　今後は，さらなる変革に向けて，他大学・医療機関の支

援部署間におけるネットワークを構築し，構造・制度整備

や支援方法における経験知を共有し，障害のある学生や医

療従事者の支援の連続性を高めていくことが必要である．

また，D&Iや共同創造の文化・風土を醸成していくため

に，教育・啓発活動の機会をより充実させていくことも重

要である．東京大学医学部では 2024年度より，医学教育

課程における必修科目として，関連領域の講義・演習を開

設することが決まった．本来，障害者の支援にかかわる専

門的な知識は，すべての医療従事者が備えておくべきもの

である．そのために，障害を含めた D&Iについて，継続的

な講義や実習のプログラムとしてカリキュラム全体に折り

込むことや，専門職間の相互教育，障害のある人材の医学

教育現場への参画も重要であり，教育・啓発とその方法論

について，今後さらなる検討を加えていく必要がある．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．

　謝辞
　平素より，医学のダイバーシティ教育研究センターの活動方針の
策定や運営にかかわりご指導をいただいている，熊谷晋一郎先生
（東京大学先端科学技術研究センター/東京大学多様性包摂共創セン
ター），大島紀人先生（東京大学相談支援研究開発センター），宮本有
紀先生（東京大学大学院医学系研究科健康科学精神保健学/精神看護
学分野），山口創生先生（国立研究開発法人国立精神・神経医療研究
センター精神保健研究所地域精神保健・法制度研究部），佐々木理恵
さん（東京大学大学院医学系研究科医学のダイバーシティ教育研究
センター），長谷川智恵先生（東京大学医学部附属病院精神神経科），
遠山加奈子さん（東京大学医学部附属病院精神神経科）に心より感
謝申し上げます．

文献

 1） Arnstein, L., Wadsworth, A.　C., Yamamoto, B.　A., et al.：Patient 

involvement in preparing health research peer‒reviewed publica-

tions or results summaries：a systematic review and evidence‒
based recommendations. Res Involv Engagem, 6；34, 2020

 2） Brandsen, T., Honingh, M.：Distinguishing different types of 

coproduction：a conceptual analysis based on the classical defi-

nitions. Public Adm Rev, 76（3）；427‒435, 2016

 3） Department for Work and Pensions, GOV.UK.：Family Resourc-

es Survey：financial year 2018/19（https://www.gov.uk/govern 

ment/statistics/family-resources-survey-financial-year-201819）
（参照 2024‒09‒26）

 4） Fusco, F., Marsilio, M., Guglielmetti, C.：Co‒production in 

health policy and management：a comprehensive bibliometric 

review. BMC Health Serv Res, 20（1）；504, 2020

 5） Golden, R.　N., Petty, E.　M.：Learners with disabilities：an 

important component of diversity, equity, and inclusion in medi-

cal education. Acad Med, 97（3）；328‒330, 2022

 6） 浜銀総合研究所：精神科医療機関におけるピアサポートの現状
と活用に関する調査　調査結果報告書．2022（https://www.

mhlw.go.jp/content/12200000/000963578.pdf）（参照 2024‒09‒
26）

 7） Hannon, F.：Literature Review on Attitudes towards Disability. 

2007（http://sid.usal.es/idocs/F8/FDO21207/Literature_Review.

pdf）（参照 2024‒09‒26）
 8） HESA：Higher Education Statistics for the UK 2012/13

（https://www.hesa.ac.uk/data-and-analysis/publications/high 

er-education-2012-13）（参照 2024‒09‒26）
 9） Hollis, C., Sampson, S., Simons, L., et al.：Identifying research 

priorities for digital technology in mental health care：results of 

the James Lind Alliance Priority Setting Partnership. Lancet Psy-

chiatry, 5（10）；845‒854, 2018

 10） Hwang, K., Johnston, M. V., Tulsky, D. S., et al.：Access and 

coordination of health care service for people with disabilities. J 

Disabil Policy Stud, 20（1）；28‒34, 2009

 11） Iezzoni, L.　I., Rao, S.　R., Ressalam, J., et al.：Physicians’ percep-

tions of people with disability and their health care. Health Aff

（Millwood）, 40（2）；297‒306, 2021

 12） Institute of Medicine（US）Committee on Institutional and Poli-

cy‒Level Strategies for Increasing the Diversity of the U.　S. 

Healthcare Workforce：In the Nation’s Compelling Interest：
Ensuring Diversity in the Health‒Care Workforce. National 

Academies Press, Washington, D.C., 2004

 13） James Lind Alliance：The James Lind Alliance（http://www.jla.

nihr.ac.uk/）（参照 2024‒09‒26）
 14） 金原明子，里村嘉弘，笠井清登：医学におけるダイバーシティと
インクルージョン教育・研究の取り組み．こころの科学，228；
93‒97，2023

 15） Kasai, K., Yagishita, S., Tanaka, S.　C., et al.：Personalized values 

in life as point of interaction with the world：developmental/
neurobehavioral basis and implications for psychiatry. PCN Rep, 

1（2）；e12, 2022

16） 笠井清登：治療者文化から治療関係文化への転回（は可能

新興医学／精神雑誌 127巻 1号　　里村論文　　初校　　2024年 12月 17日　　29頁

特集　里村・他：医学・医療領域の共同創造に向けた組織変革



30

か？）―making of and doing TICPOC―．臨床心理学，増刊 14；
137-145，2022

17） 笠井清登，熊谷晋一郎ほか編：こころの支援と社会モデル―ト
ラウマインフォームドケア・組織変革・共同創造―．金剛出版，
東京，2023

 18） Krahn, G.　L., Walker, D.　K., Correa‒De‒Araujo, R.：Persons 

with disabilities as an unrecognized health disparity population. 

Am J Public Health, 105（Suppl 2）；S198‒206, 2015

19） Marsilio, M., Fusco, F., Gheduzzi, E., et al.：Co‒production per-

formance evaluation in healthcare. A systematic review of meth-

ods, tools and metrics. Int J Environ Res Public Health, 18（7）；
3336, 2021

 20） Meeks, L.　M., Jain, N. R. ：Accessibility, Inclusion, and Action in 

Medical Education. 2018（https://sds.ucsf.edu/sites/g/files/tkss 

ra2986/f/aamc-ucsf-disability-special-report-accessible.pdf）（参
照 2024‒09‒26）

 21） Meeks, L.　M., Herzer, K.　R.：Prevalence of self‒disclosed dis-

ability among medical students in US allopathic medical schools. 

JAMA, 316（21）；2271‒2272, 2016

 22） Meeks, L. M., Case, B., Herzer, K., et al.：Change in prevalence 

of disabilities and accommodation practices among US medical 

schools, 2016 vs 2019. JAMA, 322（20）；2022‒2024, 2019

 23） Miller, C.　A., Wyborn, C.：Co‒production in global sustainabili-

ty：histories and theories. Environ Sci Policy, 113（1）；88‒95 

2020

24） 文部科学省学校基本調査令和 3年度高等教育機関《報告書掲載
集計》学校調査　大学・大学院 10関係学科別　学生数（https://

www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datal-

ist&toukei=00400001&tstat=000001011528&cycle=0&tclass1= 

0 0 0 0 0 1 1 6 1 2 5 1 & t c l a s s 2 = 0 0 0 0 0 1 1 6 1 2 5 2 & t c l a s s 3 = 

000001161253&tc lass4=000001161255&sta t_ infid= 

000032155512&tclass5val=0）（参照 2024‒10‒30）
 25） Nabatchi, T., Sancino, A., Sicilia, M.：Varieties of participation in 

public services：the who, when, and what of coproduction. Public 

Adm Rev, 77（5）；766‒776, 2017

 26） 内閣府：障害者の状況．令和5年版障害者白書（全体版）（https://

www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/r05hakusho/zenbun/

siryo_01.html）（参照 2024‒09‒26）
27） National Autistic Society：Spectrum 10K Autism Research 

Study（https://www.autism.org.uk/what-we-do/news/spec-

trum-10k）（参照 2024‒09‒26）
28） 日本学生支援機構：令和 3年度（2021年度）大学，短期大学及
び高等専門学校における障害のある学生の修学支援に関する実
態調査結果報告書（https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_

shogai_syugaku/__icsFiles/afieldfile/2022/08/17/2021_hou 

koku_2.pdf）（参照 2024‒09‒26）
 29） Ostrom, E.：Crossing the great divide：coproduction, synergy, 

and development. World Dev, 24（6）；1073‒1087, 1996

30） Powe, N.　R., Cooper, L.　A.：Diversifying the racial and ethnic 

composition of the physician workforce. Ann Intern Med, 141

（3）；223‒224, 2004

 31） Sanderson, K.：High‒profile autism genetics project paused amid 

backlash. Nature, 598（7879）；17‒18, 2021

 32） Schroter, S., Price, A., Flemyng, E., et al.：Perspectives on 

involvement in the peer‒review process：surveys of patient and 

public reviewers at two journals. BMJ Open, 8（9）；e023357, 

2018

 33） Shrewsbury, D.：Disability and participation in the professions：
examples from higher and medical education. Disabil Soc, 30

（1）；87‒100, 2015

 34） 東京大学履修証明プログラム職域・地域架橋型　価値に基づく
支援者育成（TICPOC）医学のダイバーシティ人材養成コース
（D‒2）（https://co-production-training.net/wp/wp-content/

uploads/2022/12/df25f71467027e2b2d255df9b6d6db59.pdf）（参
照 2024‒10‒30）

 35） 東京大学履修証明プログラム「職域・地域架橋型－価値に基づ
く支援者育成」（2023－2025）（https://co-production-training.net/

application-d/）（参照 2024‒10‒30）
 36） Traylor, A.　H., Schmittdiel, J.　A., Uratsu, C.　S., et al.：Adherence 

to cardiovascular disease medications：does patient‒provider 

race/ethnicity and language concordance matter? J Gen Intern 

Med, 25（11）；1172‒1177, 2010

新興医学／精神雑誌 127巻 1号　　里村論文　　初校　　2024年 12月 17日　　30頁

精神経誌（2025）第 127巻　第 1号

Organizational Change for Co‒production in Medicine and Healthcare：
Establishment and Activities of the University of Tokyo Center for Diversity in Medical  

Education and Research

Yoshihiro SATOMURA1,2）, Akiko KANEHARA1,2）, Kiyoto KASAI1,2）

1） Center for Diversity in Medical Education and Research, Graduate school of Medicine and Faculty of 

Medicine, The University of Tokyo

2）Department of Neuropsychiatry, Graduate School of Medicine, The University of Tokyo 



31

新興医学／精神雑誌 127巻 1号　　里村論文　　初校　　2024年 12月 17日　　31頁

特集　里村・他：医学・医療領域の共同創造に向けた組織変革

　　In 2019, the University of Tokyo launched the“TICPOC”（Trauma‒Informed Care, Co‒
Production and Organizational Change）Project, which was part of the Problem‒Solving‒Ori-

ented Training Program for Advanced Medical Personnel by the Ministry of Education, Cul-

ture, Sports, Science and Technology. This program aims to foster value‒informed care. For the 

acquisition of necessary competencies, courses have been established focusing on Trauma‒
Informed Care（TIC）, Co‒Production（CP）, and Organizational Change（OC）. The initia-

tive has succeeded in producing experts in psychology, welfare services, medicine, and educa-

tion, as well as peer support workers.

　　CP has emerged as a guiding concept across various fields in recent years, including the 

medical and healthcare sectors, where patient and public involvement in research has made sig-

nificant progress. However, there are currently limited opportunities for individuals with dis-

ability to participate as professionals or service providers, particularly in Japan, compared to 

the US and the UK. Facilitating active involvement of people with disability as medical practi-

tioners is essential for fostering a just society. Disabled people have unique practical insights 

based on their lived experiences that uniquely equip them to deliver comprehensive and effec-

tive care. Their presence can catalyze positive changes in colleagues and organizational culture 

such as eliminating biases and enabling the acquirement of specialized knowledge about dis-

ability issues. Integrating individuals with disability into medical and healthcare settings is 

expected to enhance the standard of practice.

　　In 2021, the University of Tokyo Graduate School of Medicine and Faculty of Medicine 

established the“Center for Diversity in Medical Education and Research”（CDMER）to 

expand the activities of the TICPOC initiative, including CP. The aim of the center is to pro-

mote diversity and inclusion among healthcare professionals. It has launched new educational 

programs targeting medical students as well as collaborative learning programs with doctors, 

nurses, and medical researchers with disability. The center is continuing its efforts in coopera-

tion with peer support workers in the clinical setting and in the development of peer support 

workers in conjunction with TICPOC. In collaboration with the Research Center for Advanced 

Science and Technology and the Inclusive Academia Project at the University of Tokyo, a web-

site（Disabled in STEMM）featuring interviews with scientists and medical practitioners with 

disability has been created. Under close collaboration with the university’s Disability Service 

Office and various related departments, we aim to establish networks with other medical facul-

ties and healthcare institutions and engage in developing more effective educational and inter-

ventional methods.
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